
 

 
 

議案第２９号 

専決処分の承認を求めることについて（３） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市税条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分

したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。  

令和４年６月２７日提出 

             埼玉県羽生市長 河 田 晃  明    



 

 
 

（別 紙） 

専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、羽生市税条例等の一部を改正する条例を専決処分する。 

令和４年３月３１日 

             埼玉県羽生市長 河 田 晃  明    



 

 
 

羽生市税条例等の一部を改正する条例  

 （羽生市税条例の一部改正）  

第１条 羽生市税条例（昭和３０年条例第７号）の一部を次のように

改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１） 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改 正 後  改 正 前  

附 則  附 則  

（宅地等に対して課する令和３年度

から令和５年度までの各年度分の

固定資産税の特例）  

（宅地等に対して課する令和３年度

から令和５年度までの各年度分の

固定資産税の特例）  

第８条 宅地等に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税額が、当該宅地

等の当該年度分の固定資産税に係る

前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価

格（当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３の

２の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める

率を乗じて得た額。以下この条にお

いて同じ。）に１００分の５（商業

地等に係る令和４年度分の固定資産

税にあっては、１００分の２．５）

を乗じて得た額を加算した額（令和

３年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準

額）（当該宅地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３

第８条 宅地等に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税額が、当該宅地

等の当該年度分の固定資産税に係る

前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価

格（当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第３４９条の３の

２の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める

率を乗じて得た額。以下この条にお

いて同じ。）に１００分の５を乗じ

て得た額を加算した額（令和３年度

分の固定資産税にあっては、前年度

分の固定資産税の課税標準額）（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第３４９条の３又は附則

第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける宅地等であるとき



 

 
 

又は附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける宅地等で

あるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額）を当該

宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅

地等調整固定資産税額」という。）

を超える場合には、当該宅地等調整

固定資産税額とする。  

は、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「宅地等調整

固定資産税額」という。）を超える

場合には、当該宅地等調整固定資産

税額とする。  

２～５ （略）  ２～５ （略）  

（法附則第１５条第２項第１号等の

条例で定める割合）  

（法附則第１５条第２項第１号等の

条例で定める割合）  

第１３条の２ （略）  第１３条の２ （略）  

２ （略）  ２ （略）  

３ 法附則第１５条第１５項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、５

分の３（都市再生特別措置法（平成

１４年法律第２２号）第２条第５項

に規定する特定都市再生緊急整備地

域における法附則第１５条第１５項

に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１）とする。  

３ 法附則第１５条第１６項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、５

分の３（都市再生特別措置法（平成

１４年法律第２２号）第２条第５項

に規定する特定都市再生緊急整備地

域における法附則第１５条第１６項

に規定する市町村の条例で定める割

合は、２分の１）とする。  

４ 法附則第１５条第２２項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。  

４ 法附則第１５条第２３項に規定す

る市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。  

５ 法附則第１５条第２３項第１号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。  

５ 法附則第１５条第２４項第１号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。  

６ 法附則第１５条第２３項第２号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。  

６ 法附則第１５条第２４項第２号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。  

７ 法附則第１５条第２３項第３号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。  

７ 法附則第１５条第２４項第３号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、２分の１とする。  

８ 法附則第１５条第２４項第１号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。  

８ 法附則第１５条第２５項第１号に

規定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。  

９ 法附則第１５条第２４項第２号に

規定する市町村の条例で定める割合

９ 法附則第１５条第２５項第２号に

規定する市町村の条例で定める割合



 

 
 

は、２分の１とする。  は、２分の１とする。  

１０ 法附則第１５条第２６項第１号

イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。  

１０ 法附則第１５条第２７項第１号

イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合

は、３分の２とする。  

１１ 法附則第１５条第２６項第１号

ロに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、３分の２とする。  

１１ 法附則第１５条第２７項第１号

ロに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、３分の２とする。  

１２ 法附則第１５条第２６項第１号

ハに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、３分の２とする。  

１２ 法附則第１５条第２７項第１号

ハに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、３分の２とする。  

１３ 法附則第１５条第２６項第１号

ニに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、３分の２とする。  

１３ 法附則第１５条第２７項第１号

ニに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、３分の２とする。  

１４ 法附則第１５条第２６項第２号

イに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、４分の３とする。  

１４ 法附則第１５条第２７項第２号

イに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、４分の３とする。  

１５ 法附則第１５条第２６項第２号

ロに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、４分の３とする。  

１５ 法附則第１５条第２７項第２号

ロに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、４分の３とする。  

１６ 法附則第１５条第２６項第２号

ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合

は、４分の３とする。  

１６ 法附則第１５条第２７項第２号

ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合

は、４分の３とする。  

１７ 法附則第１５条第２６項第３号

イに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、２分の１とする。  

１７ 法附則第１５条第２７項第３号

イに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、２分の１とする。  

１８ 法附則第１５条第２６項第３号

ロに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、２分の１とする。  

１８ 法附則第１５条第２７項第３号

ロに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

は、２分の１とする。  

１９ 法附則第１５条第２６項第３号

ハに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合

１９ 法附則第１５条第２７項第３号

ハに規定する設備について同号に規

定す る市 町村 の条 例で 定め る割合



 

 
 

は、２分の１とする。  は、２分の１とする。  

２０ 法附則第１５条第２９項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。  

２０ 法附則第１５条第３０項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。  

２１ 法附則第１５条第３３項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。  

２１ 法附則第１５条第３４項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。  

２２ 法附則第１５条第３４項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。  

２２ 法附則第１５条第３５項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。  

２３ 法附則第１５条第３９項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。  

２３ 法附則第１５条第４２項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の２とする。  

２４ 法附則第１５条第４３項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の１とする。  

２４ 法附則第１５条第４６項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

３分の１とする。  

２５ 法附則第１５条第４４項に規定

する市町村の条例で定める割合は、

４分の３とする。  

 

２６ （略）  ２５ （略）  

２７ （略）  ２６ （略）  

（新築住宅等に対する固定資産税の

減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告）  

（新築住宅等に対する固定資産税の

減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告）  

第１３条の３ （略）  第１３条の３ （略）  

２～８ （略）  ２～８ （略）  

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損

失防止改修等住宅又は同条第１０項

の熱損失防止改修等専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、同条第９項に規定する

熱損失防止改修工事等が完了した日

から３か月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第

７条第９項各号に掲げる書類を添付

して 市長 に提 出し なけ れば ならな

い。  

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損

失防止改修住宅又は同条第１０項の

熱損失防止改修専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとす

る者は、同条第９項に規定する熱損

失防止改修工事が完了した日から３

か月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第

９項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。  

（１）～（３） （略）  （１）～（３） （略）  

（４） 熱損失防止改修工事等が完

了した年月日  

（４） 熱損失防止改修工事が完了

した年月日  



 

 
 

（５） 熱損失防止改修工事等に要

した費用及び令附則第１２条第３１

項に規定する補助金等  

（５） 熱損失防止改修工事に要し

た費用及び令附則第１２条第３１

項に規定する補助金等  

（６） 熱損失防止改修工事等が完

了した日から３か月を経過した後

に申告書を提出する場合には、３

か月以内に提出することができな

かった理由  

（６） 熱損失防止改修工事が完了

した日から３か月を経過した後に

申告書を提出する場合には、３か

月以内に提出することができなか

った理由  

１０ （略）  １０ （略）  

１１ 法附則第１５条の９の２第４項

に規定する特定熱損失防止改修等住

宅又は同条第５項に規定する特定熱

損失防止改修等住宅専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、法附則第１５条の９第

９項に規定する熱損失防止改修工事

等が完了した日から３か月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第１１項各号に

掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。  

１１ 法附則第１５条の９の２第４項

に規定する特定熱損失防止改修住宅

又は同条第５項に規定する特定熱損

失防止改修住宅専有部分について、

これらの規定の適用を受けようとす

る者は、法附則第１５条の９第９項

に規定する熱損失防止改修工事が完

了した日から３か月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１１項各号に掲げる

書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。  

（１）～（３） （略）  （１）～（３） （略）  

（４） 熱損失防止改修工事等が完

了した年月日  

（４） 熱損失防止改修工事が完了

した年月日  

（５） 熱損失防止改修工事等に要

した費用及び令附則第１２条第３１

項に規定する補助金等  

（５） 熱損失防止改修工事に要し

た費用及び令附則第１２条第３１

項に規定する補助金等  

（６） 熱損失防止改修工事等が完

了した日から３か月を経過した後

に申告書を提出する場合には、３

か月以内に提出することができな

かった理由  

（６） 熱損失防止改修工事が完了

した日から３か月を経過した後に

申告書を提出する場合には、３か

月以内に提出することができなか

った理由  

１２・１３ （略）  １２・１３ （略）  

  

 （羽生市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 羽生市税条例等の一部を改正する条例（令和２年条例第２０

号）の一部を次のように改正する。  

第２条中第４８条の改正を次のように改める。
 



 

 
 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４８条 市民税を申告納付する義務

がある法人は、法第３２１条の８第

１項、第２項、第３１項、第３４項

及び第３５項の規定による申告書

（第９項、第１０項及び第１２項に

おいて「納税申告書」という。）を、

同条第１項、第２項、第３１項及び

第３５項の申告納付にあってはそれ

ぞれこれらの規定による納期限まで

に、同条第３４項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、及びそ

の申告に係る税金又は同条第１項後

段及び第２項後段の規定により提出

があったものとみなされる申告書に

係る税金を施行規則第２２号の４様

式による納付書により納付しなけれ

ばならない。 

第４８条 市民税を申告納付する義務

がある法人は、法第３２１条の８第

１項、第２項、第４項、第１９項、

第２２項及び第２３項の規定による

申告書（第１０項、第１１項及び第

１３項において「納税申告書」とい

う。）を、同条第１項、第２項、第

４項、第１９項及び第２３項の申告

納付にあってはそれぞれこれらの規

定による納期限までに、同条第２２

項の申告納付にあっては遅滞なく市

長に提出し、及びその申告に係る税

金又は同条第１項後段及び第３項の

規定により提出があったものとみな

される申告書に係る税金を施行規則

第２２号の４様式による納付書によ

り納付しなければならない。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務

所若しくは事業所を有する法人（以

下この条において「内国法人」とい

う。）が、租税特別措置法第６６条

の７第４項及び第１０項の規定の適

用を受ける場合には、法第３２１条

の８第３６項及び令第４８条の１２

の２の規定により控除すべき額を前

項の規定により申告納付すべき法人

税割額から控除する。 

２ 法の施行地に本店又は主たる事務

所若しくは事業所を有する法人（以

下この条において「内国法人」とい

う。）が、租税特別措置法第６６条

の７第５項及び第１１項又は第６８

条の９１第４項及び第１０項の規定

の適用を受ける場合には、法第３２１

条の８第２４項及び令第４８条の１２

の２の規定により控除すべき額を前

項の規定により申告納付すべき法人

税割額から控除する。 

３  内国法人が、租税特別措置法第

６６条の９の３第３項及び第９項の

規定の適用を受ける場合には、法第

３２１条の８第３７項及び令第４８

条の１２の３の規定により控除すべ

き額を第１項の規定により申告納付

すべき法人税割額から控除する。 

３  内国法人が、租税特別措置法第

６６条の９の３第４項及び第１０項

又は第６８条の９３の３第４項及び

第１０項の規定の適用を受ける場合

には、法第３２１条の８第２５項及

び令第４８条の１２の３の規定によ

り控除すべき額を第１項の規定によ

り申告納付すべき法人税割額から控

除する。 

４ 内国法人又は外国法人が、外国の

法人税等を課された場合には、法第

３２１条の８第３８項及び令第４８

４ 内国法人又は外国法人が、外国の

法人税等を課された場合には、法第

３２１条の８第２６項及び令第４８



 

 
 

条の１３の規定により控除すべき額

を第１項の規定により申告納付すべ

き法人税割額から控除する。 

条の１３の規定により控除すべき額

を第１項の規定により申告納付すべ

き法人税割額から控除する。 

５ 法第３２１条の８第３４項に規定

する申告書（同条第３３項の規定に

よる申告書を含む。以下この項にお

いて同じ。）に係る税金を納付する

場合には、当該税額に、当該税金に

係る同条第１項、第２項又は第３１

項の納期限（納期限の延長があった

ときは、その延長された納期限とす

る。第７項第１号において同じ。）

の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、当該税額に年１４．６パ

ーセント（申告書を提出した日（同

条第３５項の規定の適用がある場合

において、当該申告書がその提出期

限前に提出されたときは、当該提出

期限）までの期間又はその期間の末

日の翌日から１か月を経過する日ま

での期間については、年７．３パー

セント）の割合を乗じて計算した金

額に相当する延滞金を加算して施行

規則第２２号の４様式による納付書

により納付しなければならない。 

５ 法第３２１条の８第２２項に規定

する申告書（同条第２１項の規定に

よる申告書を含む。以下この項にお

いて同じ。）に係る税金を納付する

場合には、当該税額に、当該税金に

係る同条第１項、第２項、第４項又

は第１９項の納期限（納期限の延長

があったときは、その延長された納

期限とする。第７項第１号において

同じ。）の翌日から納付の日までの

期 間 の 日 数 に 応 じ 、 当 該 税 額 に 年

１４．６パーセント（申告書を提出

した日（同条第２３項の規定の適用

がある場合において、当該申告書が

その 提出 期限 前に 提出 され たとき

は、当該提出期限）までの期間又は

その期間の末日の翌日から１か月を

経過する日までの期間については、

年７．３パーセント）の割合を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金を

加算して施行規則第２２号の４様式

による納付書により納付しなければ

ならない。 

６ 前項の場合において、法人が法第

３２１条の８第１項、第２項又は第

３１項に規定する申告書を提出した

日（当該申告書がその提出期限前に

提出された場合には、当該申告書の

提出期限）の翌日から１年を経過す

る日後に同条第３４項に規定する申

告書を提出したときは、詐偽その他

不正の行為により市民税を免かれた

法人が法第３２１条の１１第１項又

は第３項の規定による更正があるべ

きことを予知して当該申告書を提出

した場合を除き、当該１年を経過す

る日の翌日から当該申告書を提出し

た日（法第３２１条の８第３５項の

６ 前項の場合において、法人が法第

３２１条の８第１項、第２項、第４

項又は第１９項に規定する申告書を

提出した日（当該申告書がその提出

期限前に提出された場合には、当該

申告書の提出期限）の翌日から１年

を経過する日後に同条第２２項に規

定する申告書を提出したときは、詐

偽その他不正の行為により市民税を

免かれた法人が法第３２１条の１１

第１項又は第３項の規定による更正

があるべきことを予知して当該申告

書を提出した場合を除き、当該１年

を経過する日の翌日から当該申告書

を提出した日（法第３２１条の８第



 

 
 

規定の適用がある場合において、当

該申告書がその提出期限前に提出さ

れたときは、当該申告書の提出期限）

までの期間は、延滞金の計算の基礎

となる期間から控除する。 

２３項の規定の適用がある場合にお

いて、当該申告書がその提出期限前

に提出されたときは、当該申告書の

提出期限）までの期間は、延滞金の

計算 の基 礎と なる 期間 から 控除す

る。 

７  第５項の場合において、法第３２１

条の ８第 ３４ 項 に 規定 する 申告書

（以下この項において「修正申告書」

という。）の提出があったとき（当

該修正申告書に係る市民税について

同条第１項、第２項又は第３１項に

規定する申告書（以下この項におい

て「当初申告書」という。）が提出

されており、かつ、当該当初申告書

の提出により納付すべき税額を減少

させる更正（これに類するものを含

む。以下この項において「減額更正」

という。）があった後に、当該修正

申告書が提出されたときに限る。）

は、当該修正申告書の提出により納

付すべき税額（当該当初申告書に係

る税額（還付金の額に相当する税額

を含む。）に達するまでの部分に相

当する税額に限る。）については、

前項の規定にかかわらず、次に掲げ

る期間（詐偽その他不正の行為によ

り市民税を免れた法人が法第３２１

条の１１第１項又は第３項の規定に

よる更正があるべきことを予知して

提出した修正申告書に係る市民税又

は令第４８条の１６の２第３項に規

定する市民税にあっては、第１号に

掲げる期間に限る。）を延滞金の計

算の基礎となる期間から控除する。 

７  第５項の場合において、法第３２１

条の ８第 ２２ 項 に 規定 する 申告書

（以下この項において「修正申告書」

という。）の提出があったとき（当

該修正申告書に係る市民税について

同条第１項、第２項、第４項又は第

１９項に規定する申告書（以下この

項において「当初申告書」という。）

が提出されており、かつ、当該当初

申告書の提出により納付すべき税額

を減少させる更正（これに類するも

のを含む。以下この項において「減

額更正」という。）があった後に、

当該修正申告書が提出されたときに

限る。）は、当該修正申告書の提出

により納付すべき税額（当該当初申

告書に係る税額（還付金の額に相当

する税額を含む。）に達するまでの

部分に相当する税額に限る。）につ

いては、前項の規定にかかわらず、

次に掲げる期間（詐偽その他不正の

行為により市民税を免れた法人が法

第３２１条の１１第１項又は第３項

の規定による更正があるべきことを

予知して提出した修正申告書に係る

市民税又は令第４８条の１６の２第

３項に規定する市民税にあっては、

第１号に掲げる期間に限る。）を延

滞金の計算の基礎となる期間から控

除する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 当該減額更正の通知をした

日（当該減額更正が、更正の請求

に基づくもの（法人税に係る更正

によるものを除く。）である場合

（２） 当該減額更正の通知をした

日（当該減額更正が、更正の請求

に基づくもの（法人税に係る更正

によるものを除く。）である場合



 

 
 

又は法人税に係る更正（法人税に

係る更正の請求に基づくものに限

る。）によるものである場合には、

当該減額更正の通知をした日の翌

日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 す る

日）の翌日から当該修正申告書を

提出した日（法第３２１条の８第

３５項の規定の適用がある場合に

おいて、当該修正申告書がその提

出期限前に提出されたときは、当

該修正申告書の提出期限）までの

期間 

又は法人税に係る更正（法人税に

係る更正の請求に基づくものに限

る。）によるものである場合には、

当該減額更正の通知をした日の翌

日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 す る

日）の翌日から当該修正申告書を

提出した日（法第３２１条の８第

２３項の規定の適用がある場合に

おいて、当該修正申告書がその提

出期限前に提出されたときは、当

該修正申告書の提出期限）までの

期間 

８ （略） ８ （略） 

 ９  法人税法第８１条の２２第１項の

規定により法人税に係る申告書を提

出する義務がある法人で同法第８１

条の２４第１項の規定の適用を受け

ているものが、同条第４項の規定の

適用を受ける場合には、当該法人及

び当該法人との間に連結完全支配関

係（同法第２条第１２号の７の７に

規定する連結完全支配関係をいう。

第５０条第３項及び第５２条第４項

において同じ。）がある連結子法人

（同法第２条第１２号の７に規定す

る連結子法人をいう。第５０条第３

項及 び第 ５２ 条第 ４項 にお いて同

じ。）（連結申告法人（同法第２条

第１６号に規定する連結申告法人を

いう 。第 ５２ 条第 ４項 にお いて同

じ。）に限る。）については、同法

第８１条の２４第４項の規定の適用

に係る当該申告書に係る連結法人税

額（法第３２１条の８第４項に規定

する連結法人税額をいう。以下この

項及 び第 ５２ 条第 ４項 にお いて同

じ。）の課税標準の算定期間（当該

法人の連結事業年度に該当する期間

に限る。第５２条第４項において同

じ。）に限り、当該連結法人税額に

係る個別帰属法人税額を課税標準と



 

 
 

して算定した法人税割額及びこれと

併せて納付すべき均等割額について

は、当該連結法人税額について法人

税法第８１条の２４第１項の規定の

適用がないものとみなして、第１８

条の２の規定を適用することができ

る。 

９ 法第３２１条の８第６２項に規定

する特定法人である内国法人は、第

１項の規定により、納税申告書によ

り行うこととされている法人の市民

税の申告については、同項の規定に

かかわらず、同条第６２項及び施行

規則で定めるところにより、納税申

告書に記載すべきものとされている

事項（次項及び第１１項において「申

告書記載事項」という。）を、法第

７６２条第１号に規定する地方税関

係 手 続 用 電 子 情 報 処 理 組 織 を 使

用し、かつ、地方税共同機構（第１１

項において「機構」という。）を経

由して行う方法により市長に提供す

ることにより、行わなければならな

い。 

１０ 法第３２１条の８第６０項に規

定する特定法人である内国法人は、

第１項の規定により、納税申告書に

より行うこととされている法人の市

民税の申告については、同項の規定

にかかわらず、同条第６０項及び施

行規則で定めるところにより、納税

申告書に記載すべきものとされてい

る事項（次項及び第１２項において

「申告書記載事項」という。）を、

法第７６２条第１号に規定する地方

税関係手続用電子情報処理組織を使

用し、かつ、地方税共同機構（第１２

項において「機構」という。）を経

由して行う方法により市長に提供す

ることにより、行わなければならな

い。 

１０ （略） １１ （略） 

１１ 第９項の規定により行われた同

項の申告は、申告書記載事項が法第

７６２条第１号の機構の使用に係る

電子計算機（入出力装置を含む。）

に備えられたファイルへの記録がさ

れた時に同項に規定する市長に到達

したものとみなす。 

１２ 第１０項の規定により行われた

同項の申告は、申告書記載事項が法

第７６２条第１号の機構の使用に係

る電子計算機（入出力装置を含む。）

に備えられたファイルへの記録がさ

れた時に同項に規定する市長に到達

したものとみなす。 

１２ 第９項の内国法人が、電気通信

回線の故障、災害その他の理由によ

り地方税関係手続用電子情報処理組

織を使用することが困難であると認

められる場合で、かつ、同項の規定

を適用しないで納税申告書を提出す

ることができると認められる場合に

おいて、同項の規定を適用しないで

納税申告書を提出することについて

１３ 第１０項の内国法人が、電気通

信回線の故障、災害その他の理由に

より地方税関係手続用電子情報処理

組織を使用することが困難であると

認められる場合で、かつ、同項の規

定を適用しないで納税申告書を提出

することができると認められる場合

において、同項の規定を適用しない

で納税申告書を提出することについ



 

 
 

市長の承認を受けたときは、当該市

長が指定する期間内に行う同項の申

告については、前３項の規定は、適

用しない。法人税法第７５条の５第

２項の申請書を同項に規定する納税

地の所轄税務署長に提出した第９項

の内国法人が、当該税務署長の承認

を受け、又は当該税務署長の却下の

処分を受けていない旨を記載した施

行規則で定める書類を、納税申告書

の提出期限の前日までに、又は納税

申告書に添付して当該提出期限まで

に、市長に提出した場合における当

該税務署長が指定する期間内に行う

同項の申告についても、同様とする。 

て市長の承認を受けたときは、当該

市長が指定する期間内に行う同項の

申告については、前３項の規定は、

適用しない。法人税法第７５条の４

第２項の申請書を同項に規定する納

税地の所轄税務署長に提出した第１０

項の内国法人が、当該税務署長の承

認を受け、又は当該税務署長の却下

の処分を受けていない旨を記載した

施行規則で定める書類を、納税申告

書の提出期限の前日までに、又は納

税申告書に添付して当該提出期限ま

でに、市長に提出した場合における

当該税務署長が指定する期間内に行

う同項の申告についても、同様とす

る。 

１３ （略） １４ （略） 

１４ 第１２項の規定の適用を受けて

いる内国法人は、第９項の申告につ

き第１２項の規定の適用を受けるこ

とをやめようとするときは、その旨

その他施行規則で定める事項を記載

した届出書を市長に提出しなければ

ならない。 

１５ 第１３項の規定の適用を受けて

いる内国法人は、第１０項の申告に

つき第１３項の規定の適用を受ける

ことをやめようとするときは、その

旨その他施行規則で定める事項を記

載した届出書を市長に提出しなけれ

ばならない。 

１５ 第１２項前段の規定の適用を受

けている内国法人につき、法第３２１

条の８第７１項の処分又は前項の届

出書の提出があったときは、これら

の処分又は届出書の提出があった日

の翌日以後の第１２項前段の期間内

に行う第９項の申告については、第

１２項前段の規定は、適用しない。

ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項前段の承認を受けたとき

は、この限りでない。 

１６ 第１３項前段の規定の適用を受

けている内国法人につき、法第３２１

条の８第６９項の処分又は前項の届

出書の提出があったときは、これら

の処分又は届出書の提出があった日

の翌日以後の第１３項前段の期間内

に行う第１０項の申告については、

第１３項前段の規定は、適用しない。

ただし、当該内国法人が、同日以後

新たに同項前段の承認を受けたとき

は、この限りでない。 

１６ 第１２項後段の規定の適用を受

けている内国法人につき、第１４項

の届出書の提出又は法人税法第７５

条の５第３項若しくは第６項の処分

があったときは、これらの届出書の

提出又は処分があった日の翌日以後

１７ 第１３項後段の規定の適用を受

けている内国法人につき、第１５項

の届出書の提出又は法人税法第７５

条の４第３項若しくは第６項（同法

第８１条の２４の３第２項において

準用する場合を含む。）の処分があ



 

 
 

の第１２項後段の期間内に行う第９

項の申告については、第１２項後段

の規定は、適用しない。ただし、当

該内国法人が、同日以後新たに同項

後段の書類を提出したときは、この

限りでない。 

ったときは、これらの届出書の提出

又は処分があった日の翌日以後の第

１３項後段の期間内に行う第１０項

の申告については、第１３項後段の

規定は、適用しない。ただし、当該

内国法人が、同日以後新たに同項後

段の書類を提出したときは、この限

りでない。 
 

附 則  

 （施行期日）  

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 （固定資産税に関する経過措置）  

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の羽生市税条例の規定

中固定資産税に関する部分は、令和４年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和３年度分までの固定資産税については、な

お従前の例による。  

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の

規定による改正前の地方税法附則第１５条第２項に規定する施設又

は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （羽生市事務手数料徴収条例の一部改正）  

第３条 羽生市事務手数料徴収条例（平成１３年条例第３４号）の一

部を次のように改正する｡  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては  

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。） 

については、次のとおりとする。  

（１） 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。
 

改 正 後  改 正 前  



 

 
 

別表第４（第２条関係）  別表第４（第２条関係）  

 手数料の種類  手数

料の

金額  

１  租 税

及 び

公 課

に 関

す る

事 務 

地方税法（昭和

２ ５ 年 法 律 第

２２６号）第２０

条の１０に規定

する納税証明書 

 

（略） 

その他の租税及

び公課に関する

証明～課税客体

となる固定資産

についての証明 

（略） 

地方税法第３８２

条の３に規定す

る固定資産課税

台帳に記載され

ている事項につ

い て の 証 明 書

（同条ただし書

の規定による措

置を講じたもの

を含む。）の交

付 

（略） 

租税特別措置法

施行令（昭和３２

年 政 令 第 ４ ３

号）第４１条各

号又は第４２条

第１項に規定す

る住宅用家屋証

明 

（略） 

地方税法第３８２

条の２に規定す

る固定資産課税

台帳（同条第１

項ただし書の規

定による措置を

講じたものを含 

（略） 

 手数料の種類  手数

料の

金額  

１  租 税

及 び

公 課

に 関

す る

事 務 

地方税法（昭和

２ ５ 年 法 律 第

２２６号）第２０

条の１０の規定

に基づく納税証

明 

（略） 

その他の租税及

び公課に関する

証明～課税客体

となる固定資産

についての証明 

（略） 

地方税法第３８２

条の３の規定に

基づく固定資産

課税台帳に記載

されている事項

についての証明 

 

 

 

 

 

（略） 

租税特別措置法

施行令（昭和３２

年 政 令 第 ４ ３

号）第４１条各

号又は第４２条

第１項の規定に

基づく住宅用家

屋証明 

（略） 

地方税法第３８２

条の２第１項の

規定に基づく固

定資産課税台帳

の閲覧又は同法

第３８７条第３

項の規定に基づ 

（略） 



 

 
 

  む 。 ） の 閲 覧

又は同法第３８７

条第３項に規定

する名寄帳の閲

覧 

 

  公簿又は図面の

閲覧（公簿の閲

覧は、公衆に閲

覧させることの

できるものに限

る。） 

（略） 

２

～

２５ 

（略）  （略） 

 

  く名寄帳の閲覧 

 

 

 

 

 

  公簿又は図面の

閲覧（公簿の閲

覧は、公衆に閲

覧させることの

できるものに限

る。）  

（略） 

２

～

２５ 

（略）  （略） 

 

 備考 （略）   備考 （略）  

  

 

 

 

  

 


